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補
　
足

各町会毎の加入率情報の提供及びチラシ、手引書の活用
担い手不足解消のための他団体との連携強化
先進事例の情報収集、情報共有

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

町会連合会補助金
300

見直し 見直し

計 300

事業の改善点及び方向性

・町内会加入促進活動については、地域の現状や課題を改めて見つめ直し、他地域事例の情報収集、共感を得るよう
な広報を行う。
・町内会加入促進について地元小学生との意見交換を実施（市広報（Ｒ３.12月号）に記事として掲載）しており、
子どもたちから出された意見も参考にしながら、各町内会と一体となり取組を進める。
・宅建協会、不動産協会との連携を密にし、区域独自のチラシ配布を引き続き依頼し、各協会への声掛けの強化

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・地域コミュニティの形成と親睦や助け合いを円滑にするため、市民の自主的な加入を促進する。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 500

成
果
・
課
題

【新型コロナウイルスの影響】
・計画していた連合会事業がほぼ実施できず、外部との交流はもちろん、市内86町会の交流もま
まならない状況であり、コミュニケーションが希薄となった。令和２年度に実施したアンケート
の結果を踏まえて、今後の支援策を構築することが急務である。
・協定を結んだ２協会から入居者の町内会への反応を確認したが、実績はなかった。ただし区域
内にあるアパートへの加入促進活動を目的とし、町会独自のチラシを持ち込む等具体的な取組を
行うことができた。

評　価

Ｂ

町会連合会との連携による加入促進
－

維持 維持市及び町会連合会と宅建協会及び不動産協会との加入促進活動協定の
維持

町会連合会の活動への補助
事業の実施状況を踏まえ、補助額について検討する。 単独事業

町内会等への加入促進

－
維持 維持

宅建協会及び不動産協会への進捗状況の確認

転入者への町内会加入チラシの配布
市と町会連合会が作成した町内会加入の手引書及び各町内会の情報（会費・活動内容・ＰＲ
等）が盛り込まれたチラシの活用

町会連合会補助金
500

町会連合会の活動への補助（パークゴルフ親睦大会、地区連絡協議会への活動支援等）
単独事業

主要施策 １ 町内会等への加入促進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

町内会等への加入促進

－

町会連合会との連携による加入促進

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３２ 地域コミュニティ基盤の充実

－



　

補
　
足

会館改修事業への補助（細入会館）
解体費用補助を含めた制度の見直し 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

住民施設改修事業（令和４年度）
8,404

維持 維持

計 10,304

事業の改善点及び方向性

・住民施設改修事業は、各施設の現状把握に努め、必要に応じて計画を見直すことで効率的な長寿命化を図る。
・町内会館整備事業は、引続き補助制度の周知に努め、町内会館の長寿命化を図る。また、老朽化する各町内会館の
維持が非常に困難となってきてるため、解体等を余儀なくされた場合に備えて、解体費用補助を含めた制度の見直し
が必要

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・住民施設の改修、設備更新の計画的な推進
・町内会館の増改築や管理運営に対する補助を実施しながら機能の維持向上に努める。

関連施策 26-1

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 5,674

成
果
・
課
題

・住民施設の計画に基づく改修・備品購入により、機能維持と利便性・安全性の向上が図られ
た。
・町内会館の改修に係る経費を補助することにより、機能維持と利便性・安全性の向上が図られ
た。
・町内会館の運営に係る経費を補助することにより、町内会活動の活性化や財政基盤の強化が図
られた。
・令和２年度に実施したアンケート調査から老朽化した町内会館を維持管理することが困難と
なってきていることから、解体等を余儀なくされた場合に備えて補助制度の見直し、検討が必要

評　価

Ａ

コミュニティ施設補助金
1,837

維持 維持
町内会館等運営費への補助

単独事業

久根別住民センター温水ボイラー更新工事、久根別住民センター非常
用発電機更新工事、住民施設非常用照明灯更新工事、備品購入 単独事業

町内会館整備事業（令和４年度）
63

拡充 維持

1,713
町内会館等運営費補助：42町会（電気・上下水道基本料金、し尿汲取料2/3、消防点検料2/3、
借地料）、町内会館に対する火災保険への補助：11町会 単独事業

会館改修事業への補助　東部東浜会館163千円
単独事業

住民施設改修事業
3,798

非常用照明等更新工事539千円  駐車場区画線補修396千円  備品購入(ストーブ他）2,863千円
単独事業

主要施策 ２ コミュニティ施設の適切な管理

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

町内会館整備事業
163

コミュニティ施設補助金

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３２ 地域コミュニティ基盤の充実



　

計 －

補
　
足

市内10ブロックに分けた協議会の設置と地域担当職員制の運用
各町会の区域内にある団体（企業やボランティア団体等）の把握

町内会要望の対応
－

維持 維持
毎年、町内会からの要望事項を取りまとめのうえ回答会を実施

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

町内会地区連絡協議会の設置
－

拡充 拡充

事業の改善点及び方向性

・引き続き各地域の近況、課題などの情報共有を図り、早急に対応できるものは担当課へ報告し対応してもらうな
ど、地域の声をいち早く市政運営に反映できるよう努める。
・市職員の各町会への割当て名簿の作成、各町会長から区域内にある団体（企業やボランティア団体等）がどれだけ
存在するのかを聞取りし実態把握をしたうえで割当職員のかかわりからその地域にあった体制づくりを図る。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・町内会地区連絡協議会の活動を促進し、より広がりのある活動を推進する。
・町内会要望を通じ地域課題の共有を図り地域提案を市政運営に反映できるよう努める。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

－

成
果
・
課
題

・会議を通して各地域の近況、課題などの情報共有を図り、早急に対応できるものは担当課へ報
告し対応するなど、地域の声をいち早く市政運営に反映することができた。今後は管理職の割当
てだけではなく、全職員を居住地を基本に単位町会に割当て、それぞれの地域に属する他団体と
の連携及び協力体制を築くための役割を担えるよう体制を整えることが必要と思われる。

評　価

Ｂ

例年７月に各町会、ブロック協議会へ新年度予算にかかる要望事項の提出を求め、８月末まで
に回収。要望事項を取りまとめ各担当課へ送付し、協議及び予算対応、回答書の作成を依頼。
新年度に入り５月下旬から７月初旬にかけて各ブロックにて回答会を実施

町内会地区連絡協議会の設置
－

市内86町会を10ブロックに分け、３名から４名の地域担当職員を割り当て、定期的に開催され
るブロック協議会へ参加。年度当初には予算概要説明及び町会要望回答会の開催

主要施策 ３ 地域課題の解決に向けた自主的活動の促進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

町内会要望の対応

－

計

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３２ 地域コミュニティ基盤の充実



　

補
　
足

町内会の交流を深める事業、加入促進及び担い手育成に係る事業等の
自主的な活動への補助 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

町内会活動傷害保険補助金
414

維持 維持

計 11,014

事業の改善点及び方向性

・コロナ禍、ライフスタイルの変化から、地域の現状や課題を改めて見つめ直し、町内会運営の維持と活動の活性化
を促進するため、新たな方策の検討をする。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・幅広い地域コミュニティ活動に対し情報提供や相談など側面的な支援を行う。
・町内会活性化交付金等の支援を行い地域コミュニティ活動の推進に努めると共に、地域の現状や課題を改
めて見つめ直し、町内会運営の維持と活動の活性化を促進するため、新たな方策の検討をする。
・職員の町内会地区連絡協議会や町内会活動への自主的参加を促し、市民との信頼関係を築き市民に対する
行政情報の説明と市民からの情報収集に努める。
・世代間交流の促進、意識の高揚に努める。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 8,609

成
果
・
課
題

【新型コロナウイルスの影響】
・補助金を交付することにより、自主的な活動を促し、町内会の維持及び住みよい地域づくりに
寄与した。ただし、このコロナウイルス感染拡大等の影響により、多くの町会において活動が縮
小、形骸化し、運営や存続すらも困難な状況にならないとも言えないため、新たな打開策を講じ
なければならないと思われる。

評　価

Ｂ

地域協働事業対策補助金
2,000

維持 維持町会及び自治会が実施する協働事業（環境整備）に要する経費や活性
化交付金を効率的に実施するための備品購入等の支援 単独事業

町内会活動傷害保険加入への補助
単独事業

町内会活動活性化交付金
8,600

維持 維持

町内会活動傷害保険補助金
402

町内会が加入する傷害保険料に対する補助
14,149世帯×71円（単価）×0.8（割引）×0.5（補助率） 単独事業

主要施策 ４ 地域コミュニティ活動の推進【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

町内会活動活性化交付金

7,620

地域協働事業対策補助金

587環境整備事業  -町会   -千円
その他の事業 ６町会 587千円 （健康２町会 187千円、環境２町会 200千円、交流２町会 200
千円) 単独事業

実施事業数に違いはあるが、市内86町会すべて活用
交流・健康づくり・自主防災・防犯交通安全・広報紙発行・環境美化（７事業：47町会、６事
業：15町会、５事業：７町会、４事業：６町会、３事業：５町会、２事業：５町会、１事業：
１町会） 単独事業

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３２ 地域コミュニティ基盤の充実



　

成
果
・
課
題

・広報「ほくと」に関しては、新型コロナウイルス関連の情報等を適切に情報発信することがで
きた。
・ＳＮＳ等を活用した新たな情報発信や職員の情報発信スキルの向上に資する取組について検討
する。

評　価

Ｂ

979
訪問者数／1,217,424（前年比＋132％）　ページビュー／3,033,947（前年比＋132％）
簡易申請104（前年比＋359％）　電子申請操作説明会の開催／１回

単独事業

市政情報をはじめ、観光やイベントなどの地域情報、災害や事件、事故などの緊急情報を効果
的かつ効率的に発信するための庁内会議／令和３年12月まで毎月実施

広報「ほくと」の発行　　

11,938広報「ほくと」の発行／月１回
年間編集計画に基づく広報の発行。市民と行政課題を共有し、解決策をともに考える意識醸成
を図るため、小学校の児童による「小学生と考える北斗市のまちづくり」を連載／３回
（テーマ）萩野小-町内会、大野小-北斗市の魅力発信、谷川小-防災

単独事業

広報「ほくと」のアプリ配信

－配信アプリ「マチイロ」の提供
アプリ登録者には、発行日にプッシュ通知があり、スマートフォンで手軽に閲覧することが可
能となっている。

主要施策 １ 情報提供の充実と情報発信の強化

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

情報戦略会議の開催　　
－

市ホームページの運用　　

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３３ 市民参加の推進

計 12,917

➡（次ページへ続く）

事業の改善点及び方向性

・庁内における情報共有と情報発信強化を目的に、情報発信戦略会議は今後も継続実施することとし、事前の論点整
理により会議の生産性向上に努める。
・広報ほくとは年間編集計画に基づき発行し、情報を伝えるためページ数を増量する。
・引き続き市民目線・市民感覚による情報編集に努め、市民と行政課題を共有し、解決策をともに考える意識の醸成
を図る。
・市ホームページは即時性を生かし適確な情報発信を行い、来訪者の利便性向上に努める。



　

計 14,753

補
　
足

市ホームページの運用　　
979

維持 維持本市の魅力や行政情報及び即効性の高い情報の発信
手続き等の申込や受付における申請フォームの活用促進 単独事業

・広報「ほくと」の発行／月１回　年間編集計画に基づく広報の発行
・市民と行政課題を共有し、解決策を共に考える意識醸成を図るた
め、小・中学校の児童生徒による「小・中学生と考える北斗市のまち
づくり」を連載（３回）
（テーマ予定）上磯小-着地型観光、島川小ｰ健康づくり、大野中-公共
交通
・音楽のまち・ほくとの情報掲示板を毎月連載コーナーとして新設
・表紙のカラー写真や巻末の「まちと未来」のほか、北斗市の魅力や
行政課題を伝える特集、連載ページ等により、充実を図る。

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

広報「ほくと」の発行　　

13,774
維持 維持

維持 維持
配信アプリ「マチイロ」の提供を継続する。

情報戦略会議の開催　　

－
維持 維持市政情報をはじめ、観光やイベントなどの地域情報、災害や事件、事

故などの緊急場情報を効果的かつ効率的に発信するための庁内会議／
月１回

広報「ほくと」のアプリ配信　
－

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・機能強化のため総務課に広報広聴係を新設。市民目線・市民感覚による情報発信に努め、市民と行政課題
を共有し、解決策を共に考える意識の醸成を図る。
・広報「ほくと」の紙面構成については、単に市民に対する市政情報の提供のみならず、市の施策や地域の
魅力等の情報発信に努め、北斗市民としての満足度を市民が再確認できるような見やすくわかりやすい広報
づくりを行う。
・市ホームページは即時性を生かし適確な情報発信を行い、二次元コードや申請フォームを活用する等、来
訪者の利便性向上に努める。

関連施策 35-1

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度



　

補
　
足

次代を担う子どもたちの視点による意見を聴取する機会の確保及び、
意見に対する庁内検討の実施 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

パブリックコメント手続きの運用　

維持 維持

計 15

事業の改善点及び方向性

・パブリックコメント手続きルールの遵守とスケジュール管理の徹底を努める。
・市長と語ろうほくトークの実施要領の見直しを検討する。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・総務課に広報広聴係を新設したことにより、新たな市民との意見交換の場として対話の機会を積極的に設
け、市民協働のまちづくりを推進する。
・「市長と語ろうほくトーク」は、新型コロナウイルスを想定した新しい生活様式の定着を見据えたうえ
で、開催に向けＤＸ等も活用し、周知・募集に努める。また、実施要領を一部見直し、より参加しやすい制
度を構築していく。
・市民意識調査やパブリックコメント手続きの実施等により市民参加の機会の拡大に努めるとともに、行政
運営における公正の確保及び透明性の向上を図る。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 15

成
果
・
課
題

・「パブリックコメントに必要な期間の確保」については、概ね遵守されていた。
・子ども議会については、活発な意見が提案され、所期の目的は達成できた。
・市長と語ろうほくトークについては、多くの方に参加していいただけるよう手続きの簡素化
等、実施要綱の見直しを実施する必要がある。

【新型コロナウイルスの影響】
・コロナ禍ということもあり「市政懇談会」・「市長と語ろうほくトーク」への募集を見送った
町内会や団体があったと思われる。

評　価

Ｂ

広聴機会の確保　　
－

維持 維持市町と語ろうほくトークの実施要領を見直し、意見交換しやすい形に
変更し、市長と市民との意見交換の機会を確保する。

政策形成過程における市民参加の拡大等の機会の確保及び市民参加の
推進

子ども議会の開催【再掲】
15

維持 維持

令和３年度は、「市政懇談会」・「市長と語ろうほくトーク」ともに、新型コロナの影響を考
慮し、募集は行わなかったが、市政懇談会を１回実施（上磯漁協女性部）

Ｒ３.11.15開催／小中学生・高校生20名参加（うち質問者10名）
単独事業

パブリックコメント手続きの運用　　

－
５件実施
（①北斗市再生可能エネルギー発電設備の設置に関するガイドライン／意見なし、②北斗市農
山漁村滞在型余暇活動機能整備計画（改正案）／意見なし、③北斗市教育大綱改定（案）／14
件、④第一次北斗市食育推進計画／意見なし、⑤北斗市防犯カメラの設置及び運用に関する要
綱／３件）

主要施策 ２ 広聴活動の推進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

子ども議会の開催【再掲】
15

広聴機会の確保　　

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３３ 市民参加の推進

－

－



　

地域応援元気づくり補助金　　

1,000
維持 維持

計 2,500

補
　
足

東京北斗会との連携　　

－
維持 維持

・市ホームページ及び広報での東京北斗会の活動の紹介や勧誘記事の
掲載
・双方の情報交換をすることでの北斗市の魅力を伝えるツールとす
る。

事業の改善点及び方向性

・地域応援元気づくり補助金については、総合戦略の基本方針及び４つの基本目標の達成に資する市民が主体となっ
て行われる事業に対する支援を継続する。
・引き続き年間を通じて北斗市での様々な情報（イベント情報（写真）等）を提供し、東京北斗会ホームページへの
掲載や会員への周知を図る。
・多くの地域住民が参画できる地域のニーズに応じたコミュニティ・スクール事業の推進を図る。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・総合戦略の基本方針（ＳＤＧｓの理念）及び４つの基本目標の達成に資する、市民が主体となって行われ
る事業に対する支援制度として新規創設し、コミュニティ形成と地域の活性化を促進する。

関連施策 35-2

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 1,574

成
果
・
課
題

・地域応援元気づくり補助金については、「ハロウィンイベント ｉｎ 新函館北斗駅」（北斗ま
ちの大学）、「ぼく・わたしの住む町　みんなで体感！」（みんなのすきな場所～しゅくだいカ
フェ～）の２事業に対して補助金を交付
・年間を通じて北斗市での様々な情報、（イベント、話題となっているもの、写真等）を提供
し、東京北斗会ホームページへの掲載や会員への周知を図ることで北斗市のＰＲにつなげられ
た。
・コミュニティ・スクール推進事業補助金を有効活用し、新型コロナ感染拡大の影響から事業規
模は大幅に縮小されたものの広域（中学校区）でのモデル事業が展開され、地域や関係機関との
連携事業として防災教育などが実施された。

【新型コロナウイルス感染症の影響】
・地域応援元気づくり補助金については、令和３年度上半期は集客型のイベント開催が困難だっ
たため、補助金公募期間を短期間に設定せざるを得なかった。

評　価

Ｂ

・総合戦略の基本方針（ＳＤＧｓの理念）及び４つの基本目標の達成
に資する、市民が主体となって行われる事業に対する支援を実施す
る。 単独事業

コミュニティ・スクール推進事業補助金【再掲】　　
1,500

維持 維持
コミュニティ・スクールを推進する学校運営協議会活動への補助

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

－
市ホームページ及び広報12月号での活動の紹介、東京北斗会への勧誘記事の掲載
双方の情報交換(開催イベント等の写真提供等）

コミュニティ・スクールを推進する学校運営協議会活動への補助（小学９校、中学２校）
芸術文化鑑賞及び体験、地域まつり等のイベントを通じた地域交流、防災講習会等 単独事業

地域応援元気づくり補助金　　
400

総合戦略の基本方針（ＳＤＧｓの理念）及び４つの基本目標の達成に資する、市民が主体と
なって行われる事業に対する支援を実施した（２事業）。 単独事業

主要施策 ３ 市民や各種団体との連携【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

コミュニティ・スクール推進事業補助金【再掲】　
1,174

東京北斗会との連携　　

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３３ 市民参加の推進



　

300
維持 維持

計 300

補
　
足

申請書等の性別表記の見直し
－

維持 維持
市での手続きに用いる申請書等の性別表記の見直しを実施

事業の改善点及び方向性

・基本計画に基づき各担当課の運用状況の把握及び進捗状況については、引き続き確認。また、策定時寄せられたパ
ブリックコメントでの意見についても状況を見ながら実施できるよう体制を整える。
・市での手続きに用いる申請書等の性別表記の見直しを実施する。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・男女の個人としての尊厳を重んじ、固定的な役割分担にとらわれず多様な活動を行うことができるよう、
男女共同参画社会の実現を推進する。
・北斗市男女共同参画プラン推進協議会と連携し、男女がともに学びあう研修会などを充実するなど意識の
高揚に努める。
・市での手続きに用いる申請書等の性別表記を見直す。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

300

成
果
・
課
題

【新型コロナウイルスの影響】
・北斗市男女共同参画プラン推進協議会の活動が、コロナ禍により大幅に制限される部分があ
り、以前と比べて啓発や周知が難しい状況にある。毎年決まった日程で開催していた行事を固定
日程に縛られずに開催することや、少人数でも活動ができるよう工夫が必要である。

評　価

Ｂ

北斗市男女共同参画プラン推進協議会への補助
単独事業

北斗市男女共同参画基本計画の推進
－

維持 維持
第２次北斗市男女共同参画基本計画に基づく施策の推進

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

北斗市男女共同参画プラン推進協議会補助金

令和３年３月策定の第２次北斗市男女共同参画基本計画に基づく施策推進ができるように、各
担当課と協議し令和３年度の実施状況や令和４年度の方針を確認した。また、広報等で啓発を
行った。

北斗市男女共同参画プラン推進協議会補助金
300

男女共同参画社会実現のための活動（先進地視察・パートナーシップ2021中止、代表者会議一
部開催・男性のキッチン講座中止・生活研修会中止）を実施 単独事業

主要施策 ４ 男女共同参画社会の形成

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

北斗市男女共同参画基本計画の推進

－

計

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３３ 市民参加の推進



　

人権擁護委員による人権悩みごと相談の実施

計 －

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

人権擁護活動
－

維持 維持

パートナーシップ制度の検討
－

維持 維持
パートナーシップ制度の庁内検討

事業の改善点及び方向性

・広報やホームページでの「人権悩みごと相談」開設日時の周知だけではなく、人権擁護委員の相談以外の活動内容
についても掲載し、市民の理解を深め、人権に関わる意識啓発の高揚を図る。またコロナ禍での差別問題も含めて
小・中学校での人権擁護委員による人権教室の開催
・パートナーシップ制度の庁内検討

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・人権の考え方を尊重し、豊かで暮らしやすい社会の実現のため、人権擁護委員と連携し相談対応や人権に
関わる意識啓発の高揚に努める。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

成
果
・
課
題

・総合学習の時間を利用しての小中学生を対象とした人権教室において、人権について理解を深
めることができた。
・法務局での相談業務等、市の相談日以外の活動も活発であることを広く周知する必要がある。

評　価

Ｂ

人権擁護活動

76
七重浜住民センター・かなでーる・総合分庁舎での「人権悩みごと相談」（月に各１回）の開
設　年間相談件数：12件
総合学習を利用しての小中学校での人権教室の開催
広報及びホームページによる人権擁護委員についての活動内容の紹介
「人権の花運動」小学校４校に25株贈呈

単独事業

補
　
足

主要施策 ５ 人権尊重社会の形成

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

計 76

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３３ 市民参加の推進



　

➡（次ページへ続く）

・適正な定員管理の運用と随時見直しの実施
・職員研修の拡充と人材育成の強化
・自治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進
　住民サービスの向上に資するものや庁内業務の改善・最適化を図るためのデジタル技術活用
・限られた一般財源の効果的な活用、「既存事業の選択の集中」の推進、本市における課題を解決することを目的と
して、引き続き北斗リノベーションプロジェクトを実施
・予算化を伴う大規模な改善に限定せず、予算化を必要としない取組に対する提案も含めて検討
・過去に提案された施策に対する、担当課の進捗状況を確認（アフターフォローの実施）

計 11,458

成
果
・
課
題

・計画に基づく定数管理は行えたが、普通退職者や育休・短時間勤務職員等の動向を注視し、都
度適正な管理を進めていく必要がある。
・定年延長に備え、定員管理計画の見直しが必要
・職員研修については、コロナ禍ということもあり、受講人数は少なかった。
・人材育成事業については、研修受講率が若手で特に低かった。
・施設予約サービスについては、デジタイゼーションによる施設利用者の利便性向上が図られ
た。
・ファイル共有サービスの導入により、情報セキュリティを向上させつつ大幅な業務効率化が図
られた。
・北斗リノベーションプロジェクトは、２年度に引き続き実施し７人の職員が参加。その結果、
２題目についての事業提案が行われた。
・プロジェクト期間中には、人材育成で連携している地域活性化センターとの意見交換会を実施

評　価

Ｂ

人材育成事業の実施　

1,520
地域活性化センターの協力を得ながら、マネジメント研修など５回の研修を実施。その他若手
３名がウェブ方式で働き方改革に関する研修を受けた。

補助事業

4,211
アカデミーへの派遣は、コロナ禍のため、２名にとどまった【うちＺＯＯＭ１名】。
新規採用職員向け集中研修の継続、希望講座選択によるｅ-ラーニングの実施

単独事業

事業の改善点及び方向性

北斗リノベーションプロジェクトの実施　　

－限られた一般財源を、より効果的に、より今の時代に即した活用となるよう「既存事業の選択
と集中」を推進するため実施。また、若手職員を中心とした参加職員の企画力や政策立案力な
どの向上も計られた。

引き続き管理職における勤勉手当への反映を実施した他（該当者なし）、全職員への処遇反映
に向け、評価者の能力向上を図るべく、人事評価制度運用支援業務を実施。人事評価調整会議
を開催 単独事業

職員定員管理計画の推進　　

－・定員管理計画よりも普通退職者が多かったため、令和４年度の新規採用職員数を計画よりも
増とすることで、おおむね計画人員を確保
・会計年度任用職員制度については、国の制度改正に合わせ、育児休業および部分休業が取り
やすいものとした。

主要施策 １ 組織体制の強化と人材育成

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

人事評価の実施　　

1,281

職員研修の実施　　

自治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進　　
4,446

公共施設予約サービスの導入
ファイル共有サービス【ＳｈａｒｅＲＡＹ】の導入 補助事業

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３４ 時代に対応した持続的で効率的な行財政運営



　

北斗リノベーションプロジェクトの実施　　

－
維持 維持

限られた一般財源を、より効果的に、より今の時代に即した活用とな
るよう「既存事業の選択と集中」を推進するため、順次改善を加え引
き続き実施する。併せて、参加職員の企画力や政策立案力などの向上
を図る。

計 36,415

補
　
足

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

職員定員管理計画の推進　　
－

維持 維持

自治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進　　

25,915
拡充 拡充

電子申請システム等を利用した各種手続のオンライン化の拡充やデ
ジタル技術を活用した市民サービス向上と行政事務効率化を図るた
めのシステム導入
業務管理システムやグループウェア等ＤＸの活用による組織管理

補助事業

人材育成事業の実施　　
1,002

維持 維持人材育成計画（５か年）に基づく、地域活性化支援センターとの協働
による、研修事業の実施 補助事業

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・職員定員管理計画による職員の効率的な配置と定年延長による計画の見直しを行う。
・人事評価制度の深化を図り、全職員への処遇反映につなげることで、職員個々の能力開発や士気高揚に努
め、コミュニケーションの円滑化や組織の活性化を図る。
・人事評価制度との両輪の考えで、地域活性化センターとの連携を図りながら、人材育成事業の推進と内部
研修の充実により、職員の能力と資質の向上に努める。
・住民サービスの向上や業務の効率化を促進させるため、新たなデジタル技術の活用を軸としたＤＸの推進
を図る。
・限られた一般財源の効果的な活用、「既存事業の選択の集中」の推進、本市における課題を解決すること
を目的として、引き続き北斗リノベーションプロジェクトを実施する。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

職員研修の実施　　

8,723
見直し 見直し職員研修に必要となる講師謝礼、特別旅費、研修受講負担金等。内部

研修（新規採用職員向け、法制基礎）の継続
単独事業

職員定員管理計画の適正運用と定年延長を踏まえた見直し

人事評価制度の運用　　
775

維持 維持人事評価制度運用支援業務、全職員への処遇反映に向けた取組
全職員に対する制度の定着と深化を図る。



　

1,276
維持 維持

計 1,276

補
　
足

市有施設の適切な管理 【再掲】
－

維持 維持Ｒ４.３に改訂した管理計画を踏まえ、市有施設の適切な管理を庁内で
共有するとともに、必要に応じて計画的な更新及び統廃合を検討

事業の改善点及び方向性

・統一的基準に基づき作成した財務書類の公表については、引き続き早期の公表を行うため、今後も委託業者や関係
する一部事務組合へ早期の提出を依頼する。
・本市所有建物の老朽化比率が50%を超えており、今後各施設の更新費用等について留意する必要があることから、
令和３年度に総合管理計画の改訂を行った。改定した計画を元に引き続き適切な管理に努める。
・作成した財務書類の活用についても課題の一つであることから、他自治体の有用例を参考にしつつ、引き続き情報
収集に努める。
・財政構造の公表について、今後も市広報にて情報発信をしている決算特集のようなものを市ホームページで公表す
ることにより、更に市民に分かりやすく伝わるよう努めていく。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・国の統一的な基準に基づく貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の作成・
公表及び活用方法を検討する。
・全国統一的な財政情報による財政構造の公表及び市民にもわかりやすく決算情報が伝わるホームページの
作成
・改訂した公共施設等総合管理計画を活用した市有施設の適切な管理

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 3,366

成
果
・
課
題

・統一的基準に基づき作成した財務書類の公表については、これまでの反省を踏まえ、早めの公
表を行った。
・財政構造の公表については、広報誌での周知のみならず、令和元年度より、市民向けにわかり
やすく決算状況を紹介するホームページを作成し、周知を行っている。

評　価

Ａ

国の統一的な基準に基づく貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変
動計算書、資金収支計算書の作成・公表 単独事業

財政構造の公表
－

維持 維持経常収支比率、財政力指数、健全化指標の同類型自体との比較・公表
及び市民にもわかりやすい市財政状況ホームページの作成

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

新地方公会計制度財務書類の作成・公表 【再掲】

現管理計画策定(Ｈ29.３)後に策定された個別施設計画や基礎データを再整理した上で、ユニ
バーサルデザイン化や脱炭素化（地球温暖化）の推進方針を新たに盛り込み、管理計画を改訂

単独事業

経常収支比率、財政力指数、健全化指標の同類型自体との比較・公表及び市民にもわかりやす
いホームページを作成し、令和３年９月23日公開

新地方公会計制度財務書類の作成・公表 【再掲】

1,276国の統一的な基準に基づく、令和元年度における、市の一般会計から一部事務組合を含む連結
会計までの貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書を作成し、８
月中旬に公表 単独事業

主要施策 ２ 財政状況等の公表

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

財政構造の公表
－

北斗市公共施設等総合管理計画の改訂 【再掲】

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３４ 時代に対応した持続的で効率的な行財政運営

2,090



　

➡（次ページへ続く）

成
果
・
課
題

・財源確保対策については、財政運営上有利な地方債の借入、公共施設長寿命化整備基金等の特
定目的基金の計画的な積立・処分を行うことができた。
・使用料の改定に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響もあったが、使用料収入が令和２
年度よりも約310千円の増、公募前よりも約1,490千円の増となった。
・新型コロナウイルスの影響により、収納率の低下が予想されたが、収納率としては２年連続で
前年度を若干上回る結果となった。
・渡島・檜山地方税滞納整理機構からの収納率が前年度を5.60％上回った。また、移管者30名の
うち11名が完納となった。
・今年度は納税貯蓄組合の徴収率が100％完納となった。その一方で１組合が解散となり、組合
数が年々減少の状況にある。
・ふるさと納税制度による寄附金に対し、市の特産品等を返礼したことで、財源の確保と特産品
等のＰＲが図られた。
・返礼品の充実やＰＲ活動により、寄附件数及び寄附金額は順調に伸びており、目標であった
10,000千円を超える寄付を受けることができた。また、大野農業高校や函館水産高校の協力を得
て、米やりんご、缶詰を返礼品として登録し、地域のＰＲをすることができた。

【新型コロナウイルスの影響】
・市有施設に関する使用料については、利用者への影響を考慮し、コロナ収束後に見直しを検討
する。

評　価

Ｂ

企業版ふるさと納税制度の活用　

－市広報誌やホームページによるＰＲ活動を実施、寄附者については市広報誌やホームページに
て公表
寄附件数３件　6,600千円

ふるさと納税制度の活用　　
50,819

ポータルサイトを活用した寄附金の受入れ、特産品等の返礼、ＰＲ活動等
寄附件数 6,804件（対前年比121.5％）、寄附金額 10,146千円（対前年比142.2％） 単独事業

渡島・檜山地方税滞納整理機構負担金　　
3,833

令和３年度移管者30名、移管滞納額23,516千円、収納額12,315千円、収納率52.37％
単独事業

4,470令和３年度現年課税分収納率、市税99.26％前年比+0.06ポイント、国保税94.82％前年比+0.42
ポイント
共通納税システムを用いたキャッシュレスやスマホ決済の検討 単独事業

計 61,149

市内各施設の適正管理及び利便性向上を図ること等を目的として、令和元年12月に自動販売機
設置者の公募を行い、令和２年度から見直しを実施

財源確保対策　　

－合併特例債等の財政運営上有利な地方債の借入、公共施設長寿命化整備基金等の特定目的基金
の計画的な積立・処分を行い、更なる収入確保を目指し、令和３年度も令和２年度に引き続き
基金の債券運用（北海道債の購入）を実施

主要施策 ３ 健全な財政運営

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

使用料・手数料等の改定 【再掲】　
－

収納対策　　

納税貯蓄組合への助成　　
2,027

納税貯蓄組合連合会、納税貯蓄組合への補助（42組合）
単独事業

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３４ 時代に対応した持続的で効率的な行財政運営



　

計 63,640

補
足

・収納対策：今後も時代にあった多様な納付方法を検討し、利便性や収納率の向上を目指す。共通納税シス
テムを用いたキャッシュレスやスマホ決済は、市税については令和５年度から実施、国保税については令和
６年度以降に実施向け検討する。

市税等口座振替の促進、共通納税システムの対象税目拡大に伴う収納
環境整備、税外科目のコンビニ収納の実施及び検討 単独事業

財政運営上有利な地方債の借入、特定目的基金の計画的な積立・処
分、積極的な普通財産の処分、基金の債券運用の検討・実施

使用料・手数料等の改定 【再掲】　　
－

見直し 見直し受益者負担の水準について検討を行うことによる適切な使用料への見
直し

企業版ふるさと納税制度の活用　　

－
維持 維持市広報誌やホームページによるＰＲ活動を実施、寄附者については市

広報誌やホームページにて公表。寄附金については第２期北斗市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に基づいた事業に活用する。

ふるさと納税制度の活用　　
50,000

拡充 維持ふるさと納税制度による寄附金に対し、市の特産品等を返礼品として
贈ることで、財源の確保と特産品等のＰＲを図る。 単独事業

納税貯蓄組合への助成　　
2,120

維持 維持
納税貯蓄組合連合会、納税貯蓄組合への補助

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

財源確保対策　　
－

維持 維持

事業の改善点及び方向性

・財源確保対策については、財政運営上有利な地方債の借入れ、公共施設長寿命化整備基金等の特定目的基金の計画
的な積立て・処分を行うことができたが、令和３年度においても指定金融機関との借入利率の協議が整わなかった。
そのため、指定金融機関及び収納代理金融機関に対して入札を実施し、収納代理金融機関から借入れを行った。
・令和２年度から実施している基金の債券運用（北海道債の購入）については、今後も歳入確保の観点から実施を検
討する。
・遊休状態となっている普通財産の積極的な売却や貸し付けを実施し、財源の確保を図る。
・近隣市町とのバランスを考慮し設定している市有施設に関する使用料について、新型コロナウイルス感染症の収束
後、受益者負担の水準について検討を行い、更なる一般財源の確保に努める。
・令和２年度から単税化となったことや新型コロナウイルスの影響などにより、今後も収納率の低下が懸念されるこ
とから、早期に未納者への対応を図り、収納率の向上に努めると共に共通納税システムによるキャッシュレスやスマ
ホ決済の導入、税外科目のコンビニ収納科目の拡充について協議する。また、延滞金の取り扱いについて、庁内での
横断的な検討を実施する。
・渡島・檜山地方税滞納整理機構負担金は継続する。
・納税貯蓄組合連合会、納税貯蓄組合への補助を継続すると共に、連合会としての将来的な在り方を今後も検討して
いく。
・ふるさと納税制度の活用／魅力的な返礼品の充実（ラインナップの充実を図るとともに、既存返礼品の魅力向上に
取り組む）、新たな返礼品の検討（市内の農業高校や水産高校で生産している農産物や水産加工品等）、
返礼品提供事業者への協力依頼（新規返礼品の追加や魅力ある写真の提供、ふるさと納税ＰＲの協力を依頼）
・企業版ふるさと納税制度について広く周知していく。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・合併特例債など財政運営上有利な地方債の借入、公共施設長寿命化整備基金など特定目的基金の計画的な
積立・処分
・受益者負担の水準に着目した市有施設使用料の改定検討。
・納付の利便性の向上や適切な滞納処分などにより、市税等の収納率向上に努める
・ふるさと納税への関心の高まりや寄附者のニーズを捉え、促進に向けた取組みを行う。
・企業版ふるさと納税に関し広く周知すると共に、寄附金については第2期北斗市まち・ひと・しごと創生
総合戦略に基づいた事業の推進に活用する。

関連施策 10-3

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

渡島・檜山地方税滞納整理機構負担金　　
3,959

維持 維持
渡島・檜山地方税滞納整理機構への運営負担

単独事業

収納対策　　
7,561

拡充 拡充



　

➡（次ページへ続く）

事業の改善点及び方向性

・シティプロモーション事業（戦略的情報発信）／公開したＹouＴube動画をずーしーほっきーのＳＮＳ投稿と関連
付けする等の連携を図ることにより情報発信力を強化する。
・ずーしーほっきー活用情報発信／情報発信力の強化のためＴwitter、Ｉnstagram等の活用を検討するとともに、
ずーしーほっきーの出動機会が減少する中、コロナ禍でもずーしーほっきーを活躍させるため「ばーちゃるずー
しー」コンテンツを展開する。
・市政スクールの実施／各テーマ別にその時々の話題も盛り込み、いろんな視点から興味をもってもらえるようなカ
リキュラムを作成し、住み続けたいと感じてもらうスクールを実施する。また，コロナ禍におけるスクール開催方法
の工夫も必要と考える。

計 2,815

成
果
・
課
題

・シティプロモーション事業について、投稿したＹouＴube動画は再生数が伸び悩んでいる状況
にある。
・ずーしーほっきー活用情報発信について、ずーしーほっきーはコロナ禍の中で出動回数が減少
している状況にある。Ｆacebookについては、フォロワーの微増（約20人）はあったが、展開力
不足によりフォロワー数は停滞している。また、若年層はＦacebookを利用していない傾向にあ
る。
・あまり知られていない隠れたまちの情報を提供し学んでもらうことで、参加者には自分の住む
まちを再認識してもらうことができた。テーマは農業、歴史、水産、観光、産業の５つのサイク
ルで設定しており、その時々の新たな情報を掘り出し、市民に興味をもって学んでもらえること
が重要と考える。

評　価

Ｂ

１回目：7/19　参加人数：13名　テーマ「北斗市の防災」
２回目：10/22 参加人数：10名　テーマ「ほくと　身近な農業」 単独事業

着ぐるみ運用業務（道内14件、道外２件）、Ｆacebook情報発信（35回投稿、フォロワー約
8,200件）
「ばーちゃるずーしーほっきー」コンテンツの作成、運用 単独事業

シティプロモーション事業（戦略的情報発信）　　

1,122市政情報をはじめ、観光やイベント等の地域情報、災害や事件、事故等の緊急情報を効果的か
つ効率的に発信するための庁内会議／令和３年12月まで毎月実施
ＳＮＳを活用した動画配信による情報発信（音楽のまち ほくと、ふるさと納税、回廊事業
等） 単独事業

主要施策 １ ほくとらしさの情報発信

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

ずーしーほっきー活用情報発信　　

1,688

市政スクールの実施　　

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３５ ほくと・魅力の向上

5



　

補
　
足

着ぐるみ運用業務、Ｆacebookによる情報発信、デザイン利用許諾、
ばーちゃるずーしーコンテンツの展開等
Ｆacebook以外のＳＮＳコンテンツの活用を検討する。

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

シティプロモーション事業（戦略的情報発信）　　
1,122

維持 維持

計 6,312

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・本市の魅力や優位性等を全国に発信し、本市の知名度を上げる。
・本市の公式キャラクター「「ずーしーほっきー」の着ぐるみ、Ｆacebookや「ばーちゃるずーしー」コン
テンツを展開し、本市の魅力を全国に発信する。
・Ｆacebook以外のＳＮＳコンテンツの活用を検討する。
・本市の魅力や優位性など全国に発信し、本市の知名度をあげる。
・自分の住むまちを、様々なテーマに沿って学んでもらい住み続けたいと感じてもらう。

関連施策 33-1

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

市政スクールの実施　　
12

維持 維持
春、秋に、テーマを決めてのスクールの実施

単独事業

情報発信に関する職員研修開催、北斗市広告掲載等
ＳＮＳを活用した動画配信による情報発信 単独事業

ずーしーほっきー活用情報発信　　

5,178
維持 維持



　

地域応援元気づくり補助金【再掲】

1,000
維持 維持

計 3,000

補
　
足

パブリックコメント手続きの運用【再掲】　

維持 維持政策形成過程における市民参加の拡大等の機会の確保及び市民参加の
推進

事業の改善点及び方向性

・総合戦略の基本方針及び４つの基本目標の達成に資する市民が主体となって行われる事業に対する支援を継続す
る。
・コロナ禍、ライフスタイルの変化から、地域の現状や課題を改めて見つめなおし、町内会運営の維持と活動の活性
化を促進するため、新たな方策の検討をする。
・パブリックコメント手続きルールの遵守とスケジュール管理の徹底を努める。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・総合戦略の基本方針（ＳＤＧｓの理念）及び４つの基本目標の達成に資する、市民が主体となって行われ
る事業に対する支援を実施し、コミュニティ形成と地域の活性化を促進する。

関連施策 33-3

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 987

成
果
・
課
題

・地域応援元気づくり補助金／「ハロウィンイベント ｉｎ 新函館北斗駅」（北斗まちの大
学）、「ぼく・わたしの住む町　みんなで体感！」（みんなのすきな場所～しゅくだいカフェ
～）の２事業に対して補助金を交付
・パブリック手続きの運用／「パブリックコメントに必要な期間の確保」については、概ね遵守
されていた。

【新型コロナウイルスの影響】
・地域応援元気づくり補助金／令和３年度上半期は集客型のイベント開催が困難だったため、補
助金公募期間を短期間に設定せざるを得なかった。
・地域協働事業対策補助金／補助金を交付することにより、自主的な活動を促し、町内会の維持
及び住みよい地域づくりに寄与した。ただし、コロナウイルスの影響により、多くの町会におい
て活動が縮小、形骸化し、運営や存続すらも困難な状況にならないとも言えないため、新たな打
開策を講じなければならないと思われる。

評　価

Ｂ

総合戦略の基本方針（ＳＤＧｓの理念）及び４つの基本目標の達成に
資する、市民が主体となって行われる事業に対する支援を実施する。

単独事業

地域協働事業対策補助金【再掲】　
2,000

維持 維持町会及び自治会が実施する協働事業（環境整備）に要する経費や活性
化交付金を効率的に実施するための備品購入等の支援 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

－
５件実施
（①北斗市再生可能エネルギー発電設備の設置に関するガイドライン／意見なし、②北斗市農
山漁村滞在型余暇活動機能整備計画（改正案）／意見なし、③北斗市教育大綱改定（案）／14
件、④第一次北斗市食育推進計画／意見なし、⑤北斗市防犯カメラの設置及び運用に関する要
綱／３件）

環境整備事業  -町会   -千円
その他の事業 ６町会 587千円 （健康２町会 187千円、環境２町会 200千円、交流２町会 200
千円) 単独事業

地域応援元気づくり補助金【再掲】　　
400

総合戦略の基本方針（ＳＤＧｓの理念）及び４つの基本目標の達成に資する、市民が主体と
なって行われる事業に対する支援を実施した（２事業）。 単独事業

主要施策 ２ 市民協働の推進と市民満足度の向上【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

地域協働事業対策補助金【再掲】　　

587

パブリックコメント手続きの運用【再掲】　　

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３５ ほくと・魅力の向上

－



　

➡（次ページへ続く）

・インターハイ（全国高校総体）相撲大会（Ｒ５.８月）でのシティープロモーションについて実行委員会と連携を
密にし効果的な方法を計画していく。
・北斗市で実施される各種大会や会議について確認し、シティープロモーションの展開を計画する。
・「音楽のまち・ほくと」の取組について、関係課と連携を密にしホームページ等でのＰＲを引き続き実施する。
・子育て支援や教育環境の充実など、本市の優位性について移住ポータルサイト等でのＰＲを継続する。
・桜回廊事業、紅葉回廊事業／「チャレンジブース」の創設、商店街などと歩調を合わせクーポン券事業などので域
内消費を促進（令和３年度～）
・戊辰戦争・縄文文化活用事業／モニュメントの設置（最終年）、周辺自治体と連携した遺物の展示による魅力度向
上
・スポーツ合宿誘致事業／フットボール場を活用した誘致事業の促進

歴史活用事業
625

戊辰戦争と所縁のある地にモニュメントを設置し、本市との関わりを伝えることで魅力を発信
することができた（Ｒ３：意冨比神社、大鳥圭介、Ｒ２：松前藩戸切地陣屋跡、松前崇広）。 単独事業

26,924桜回廊事業：市内４か所を舞台に実施（Ｒ３：56,307、Ｒ２はコロナにより中止、Ｒ１：
114,053人）、紅葉回廊事業：八郎沼公園の湖面をライトアップ（Ｒ３：14,122人、Ｒ２：
11,502人）、きじひき高原（Ｒ３：45,518人、Ｒ２：41,100人） 単独事業

事業の改善点及び方向性

計 45,230

成
果
・
課
題

・「音楽のまち・ほくと」の関連イベントは関係課と連携を密にし周知を継続する必要がある。
・テレワークやワーケーションの誘致事業を実施してる自治体は多数あるが、効果が上がってい
る自治体は一部であり、ニーズを把握し地域特性をいかにいかすか検討が必要である。

【新型コロナウイルスの影響】
・東京オリンピック聖火リレーが中止となった。
・イベント時におけるＨＯＰｓの展開ができなかった。
・消費効果を促す仕組みの構築などに課題はあるものの、コロナ禍にあって来訪者の獲得といっ
た側面においては一定の成果があった。特に回廊事業は、コロナ禍にもかかわらず多くの来訪者
があり実施することの意義を確認できた。

評　価

Ｂ

内閣府地方創生推進室主催のオンラインセミナーや相談会に参加し、テレワークやワーケー
ション先進地の取組事例等の情報収集を行うとともに、アクションプランの検討を行った。
移住ポータルサイトや市内に新たに事業所等を開設する団体等に子育て支援や教育環境の優位
性をＰＲした。

シティプロモーション事業（誘致・プロモーション活動）

8,240
「音楽のまち・ほくと」を掲げた市民の音楽活動に関するドキュメンタリーの制作、放送の実
施。関連イベントのホームページ等での周知
「音楽のまち ほくと」のＰＲのため北斗紅葉回廊にてミニコンサートを実施
※コロナ禍であったため全道高校ラグビー大会、全道高校駅伝大会におけるＨＯＰｓの展開は
未実施

単独事業

主要施策 ３ 交流人口の拡大と移住・定住の促進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

キミとボクとホクト（移住・定住促進対策）事業（戦略的取組)

－

回廊事業、きじひき高原活用事業

スポーツ合宿誘致事業

9,441
コロナによる来訪自粛はあったものの、サッカーラグビーなど比較的人数の多い団体の利用が
増加した（Ｒ３：延べ3,761泊、49団体、Ｒ２：延べ3,902泊、47団体）。

単独事業

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３５ ほくと・魅力の向上



　

12,038
維持 維持

スポーツ合宿誘致事業

14,211
維持 維持スポーツ合宿を積極的に誘致するため誘致活動を展開するほか、受け

入れ態勢の充実化を図るため体験事業や子どもたちとの交流機会を創
出し、交流人口の拡大を目指す。 単独事業

歴史活用事業

625
維持

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・充実したスポーツ施設を活用し、イベントや大会等の誘致の強化を図る。
・音楽のまち・ほくとを掲げ、本市で活動が盛んな吹奏楽等、音楽をテーマとしたイベント等の開催を促進
する。
・本市固有の財産である歴史や自然、文化やスポーツ、市民や子供たちが、たくさんの人を呼び込み、呼び
戻し、新たな人の流れをつくる。
・子育て支援や教育環境の充実等、本市の優位性を活かし、子育て世代をターゲットとした移住・定住を促
進する。
・桜、紅葉、高原等の自然を活かした交流人口の拡大
・戊辰戦争や縄文文化の歴史を活かした交流人口の拡大
・フットボール場を活用した合宿団体の誘致促進と市民交流機会の確保、体験観光に紐づく合宿付加価値の
向上

関連施策 5-4、6-1、16-1

３
ヵ

年
計
画

ワーケーション推進事業
1,973

維持 維持北斗市の地域特性に合致したワーケーションを創出し、交流人口の拡
大を図る。 単独事業

計 51,688

補
　
足

ターゲットや方法を見直した新たな「移住・定住アクションプラン」
の策定
テレワーク、ワーケーション等新たな取組の推進
オンライン移住相談会の開催や移住ポータルサイトのてワーケーショ
ンコンテンツの追加

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

シティプロモーション事業（誘致・プロモーション活動）

維持戊辰戦争所縁（矢不来天満宮：大鳥圭介）の周遊や縄文文化（新駅に
よる遺物の展示）による歴史を活かした来訪者の拡大を図る。

単独事業

回廊事業、きじひき高原活用事業

24,814
維持 維持自然景観を活かした桜回廊事業、紅葉回廊事業、きじひき高原活用事

業などによる来訪者の拡大を図る。
単独事業

内　　容
令和4年度

ＭＩＣＥ等誘致活動の実施、関係団体や民間事業者と連携したＨＯＰ
ｓの展開
市民の音楽活動の関するドキュメンタリー番組の製作による「音楽の
まち・ほくと」を掲げたプロモーションの実施
全道・全国規模の大会等の開催誘致
※インターハイ（全国高校総体）相撲大会（Ｒ５.８月）
　北海道小学校長会教育研究大会（Ｒ５.９月）

単独事業

キミとボクとホクト（移住・定住促進対策）事業

－
維持 維持



　

トップセールスによる企業誘致【再掲】
250

維持 維持

計 250

補
　
足

企業立地セミナー等でのＰＲ
－

維持 維持多くの企業が参加するビジネスマッチングフェアやセミナー等でのＰ
Ｒ

事業の改善点及び方向性

・トップセールスによる企業誘致／立地検討企業に対する市長のトップセールスの実施
・企業誘致対策事業／札幌延伸を見据えてサテライトオフィス設置への支援など既存立地助成制度を見直すことで、
本市の立地優位性のＰＲとあわせ、効果的な誘致活動に繋げていく。
・新幹線新駅周辺地区企業立地補助金（投資支援）／新駅前への企業誘致にあたり機動的な対応を可能とするため、
一部街区の取得を図る。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・札幌延伸を見据えてサテライトオフィス設置への支援など既存立地助成制度の拡充や立地環境の優位性を
活かした誘致活動を展開する。
・新駅前への企業誘致にあたり、機動的な対応を可能とするため、一部街区の取得を図る。

関連施策 1-1

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

成
果
・
課
題

・企業に対する直接的な誘致活動はコロナ禍のため実施できなかった。

【新型コロナウイルスの影響】
・一部再開された企業誘致の展示会には２市１町の協議会で出展したが、殆どはオンライン開催
だったため不参加。市長トップセールスをはじめ市単独の企業訪問もコロナ禍で見合わせたた
め、効果的な誘致活動を行うことができなかった。

評　価

Ｃ

立地検討企業に対する市長のトップセールスの実施、関係団体に対す
る企業誘致の協力要請等 単独事業

ふるさと会等の活用
－

維持 維持
東京北斗会をはじめとした人脈の活用による企業誘致活動

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

企業フォーラムへの参加を複数回予定していたものの参加できず。
令和３年度：企業誘致実績なし

コロナ禍により実施できなかった。

トップセールスによる企業誘致【再掲】
0

企業への直接訪問（トップセールス）はコロナ禍により見合わせたが、関係企業が本市を訪れ
た際には協力要請等を適宜実施した。 単独事業

主要施策 ４ 企業誘致の推進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

ふるさと会等の活用
－

企業立地セミナー等でのＰＲ

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

基本計画 ３５ ほくと・魅力の向上

－

計 0



　

ＳＤＧｓに関する市民向けセミナー開催、ホームページ・広報等によ
る普及啓蒙活動の実施、市内事業者や団体等におけるＳＤＧｓに関す
る取組を推進。ＳＤＧｓの普及啓蒙に関し地域企業等と連携を図る。

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

ふるさと納税制度の活用
50,000

維持

基本目標 ４ 市民参加による協働のまちづくり

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

主要施策 ５ さらなる魅力の創造と活用

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

ＳＤＧｓの普及啓蒙

－

計 50,819

維持

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・本市のさらなる魅力を引き出し、様々な施策の展開に活用し、新たな北斗市を創生する。
・ふるさと納税への関心の高まりや寄附者のニーズを捉えると共に新規ふるさと納税ポータルサイトへの登
録等促進に向けた取組みを行う。
・ＳＤＧｓの理念を基本方針としたまちづくりを推進し、ＳＤＧｓの普及啓蒙に関し地域企業等と連携を図
る。

関連施策

ポータルサイトを活用した寄附金の受入れ、特産品等の返礼、PR活動等
寄附件数 6,804件（対前年比121.5％）、寄附金額 10,146千円（対前年比142.2％） 単独事業

事業の改善点及び方向性

・ふるさと納税制度の活用／魅力的な返礼品の充実（ラインナップの充実を図るとともに、既存返礼品の魅力向上に
取り組む）、新たな返礼品の検討（市内の農業高校や水産高校で生産している農産物や水産加工品等）、返礼品提供
事業者への協力依頼（新規返礼品の追加や魅力ある写真の提供、ふるさと納税ＰＲの協力を依頼）
・ＳＤＧｓの普及啓蒙／広報やホームページでの情報発信を継続するとともに、ＳＤＧｓの普及啓蒙に関し地域企業
等と連携を図る。

計 50,263

補
　
足

ふるさと納税制度による寄附金に対し、市の特産品等を返礼品として
贈ることで、財源の確保と特産品等のＰＲを図る。 単独事業

ＳＤＧｓの普及啓蒙

263
拡充 維持

成
果
・
課
題

・ふるさと納税制度による寄附金に対し、市の特産品等を返礼したことで、財源の確保と特産品
等のＰＲが図られた。返礼品の充実やＰＲ活動により、寄附件数及び寄附金額は順調に伸びてお
り、目標であった10,000千円を超える寄付を受けることができた。また、大野農業高校や函館水
産高校の協力をえて、米やりんご、缶詰を返礼品として登録し、地域のＰＲをすることができ
た。

【新型コロナウイルスの影響】
・ＳＤＧｓの普及啓蒙については、セミナーの実施、参加ができない状態が続いている。

評　価

Ｃ

新型コロナウイルスの影響により、ＳＤＧｓセミナー未実施、未参加
広報ほくとへ啓発記事の掲載（７回）、ホームページへの掲載
広報11月号にて、市内企業や団体等におけるＳＤＧｓ関連した取組のＰＲを募集（募集なし）

ふるさと納税制度の活用【再掲】
50,819

基本計画 ３５ ほくと・魅力の向上


